
広告掲載のお申し込み・お問い合わせは広報シティプロモーション課☎（81）7123へ

第２回心のバリアフリー川柳 お題 「バス」　　　ゆずりあい　感謝を乗せて　走るバス（アイワイ）　　　　　　　乗り込めば 子が真っ先に 譲るバス（なやな）
　　　　　　　　　　　白杖を 待って遅れの バスが発つ（善夫）　　　　　　　 　　　　目を覚ませ 優先席に いる狸（さだお）

財政課☎（81）7115

　２０２３（令和5）年度の決算総額は前年度に比べ減少しました。 茅ヶ崎市実施計画

２０２５の初年度として普通建設事業費が増加しながらも、 新型コロナウイルスワクチン

接種事業費返還金の減額などによる補助費等の減が影響しています。 １１/ １（金）から市

HP で詳細をご覧いただけます。

⑦商工費 (3.9%減)

 22億2227万円

⑧土木費 (15.6%増)

 66億2272万円

⑨消防費 (4.9%増)

 31億5997万円

⑩教育費 (0.3%減)

 97億2877万円

⑪災害復旧費 (皆増)

 3万円

⑫公債費 (0.4%増)

 ５8億1838万円

　 特別会計は、 特定の事業を行うため、 条例に基づき設置され、 一般会計とは区別して

経理しています。

特別会計

会計名
決算額

収支差引額
翌年度
繰越
財源

実質収支額
収入 支出

国民健康保険事業 230億1586 226億7618 3億3968 0 3億3968

後期高齢者医療事業 40億8609 40億8074 535 0 535

介護保険事業 186億8977 183億6435 3億2542 0 3億2542

公共用地先行取得事業 6541 6541 0 0 0

公
営
企
業
会
計

公共下水
道事業

収益 57億5417 51億4798 － － －

資本 23億7610 41億4572 － － －

病院事業
収益 129億720 132億8702 － － －

資本 30億7321 33億131 － － －

（単位 ： 万円） 　２０２３年度末の市債現在高は、 前年度より１２億３１１０万

円減少し、 ９４１億７５１０万円です。 市債は将来の財政負

担が大きくならないよう計画的に借入を行っています。

市債の状況

　健全化判断比率および資金不足比率とは、 地方公共団体の決算に基づいて出され

る財政の健康状態を判断するための財政指標です。 2023年度決算に基づいて算定

した健全化判断比率および資金不足比率は、 いずれも国が定めた基準を下回る「健

全段階」でした。

健全化判断比率および資金不足比率

①議会費 (1.3%減)

 3億9802万円

②総務費 (11.6%増)

 104億9770万円

③民生費 (0.5%減)

 386億6986万円

④衛生費 (26.2%減)

 97億6867万円

⑤労働費 (6.0%減)

 2億622万円

⑥農林水産業費 (24.5%増)

 3億2534万円

決算

　総務費が約１０億９０００万円、 土木費が約９億円の増となる一方で、 衛生費

で約３４億７０００万円、 民生費で約１億９０００万円、 商工費で約９０００万円の

減など、 総額で約１５億８０００万円の減となりました。

一般会計 本号で掲載する数値は、 茅ヶ崎市監査委員による審査を受けています。

（　）内は前年度比

歳入計
942億

9528万円

①

③⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

④
②

⑥国庫支出金 (8.7%減)

 187億8745万円

⑦県支出金 (0.3%減)

 63億8126万円

⑧各種交付金等 

 (6.1%増)

 111億328万円

⑨市債 (23.7%増)

 36億3742万円

依存財源

①市税 (2.0%増)

 390億1987万円

②使用料及び手数料

 (2.0%減)

 15億3501万円

③諸収入等※1 (12.8%増)

 56億8108万円

④繰入金 (83.8%減)

 5億8134万円

⑤繰越金 (2.3%減)

 75億6857万円

自主財源

※1  諸収入等の内訳は、 諸収入、 分担 
金と負担金、 財産収入、 寄附金

　市税全体で約７億８０００万円、 市債が約７億円、 諸収入等が約６億４０００万円の

増となる一方で、 各種基金からの繰入金で約３０億１０００万円、 国庫支出金で約

１７億９０００万円の減となり、 総額で約２２億７０００万円の減となりました。

（2.4％減）

歳出計 
（目的別）

874億

1795万円

①

②

③

④⑤
⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑫

⑪

（1.8％減）

２０２3年度
決算

市民1人当たりに

使ったお金は？
35万3208円※2

※2　 2023年度末の人口（24万7497人）を基に算出

こんな事業に活用しました

　国から交付された新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用

しました。

◆ 低所得世帯向け給付事業（約6億7500万円）

◆ キャッシュレス決済ポイント還元事業（約5億6100万円）

◆ 小児医療費助成による子育て支援拡充事業（約1億200万円）

◆ 学校給食支援事業（約5400万円）　他 中学校給食実施のため、
体験試食会を実施

道の駅開設に向けて、 設計と
周辺を整備

総合体育館のエアコン、 エレベー
ター、 トイレを整備

市民1人当たりの

借金は？

38万

510円※2

（前年度比　－7612円）

主な新型コロナウイルス感染症対策事業
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